
 
 
 
 
 

  2016 年春闘・第 1 回進ちょく状況調査   

スストトラライイキキ背背景景ににベベアア獲獲得得すすすすむむ  

１．要求提出状況 

3 月 18 日現在、別表の 18 単産から報告が寄せられました（JMITU 通信産業本部分は、JMITU
に含む）。交渉単位では 2759 組合となります。 

このうち要求提出が確認できた組合は 1206 組合（44％）と前年同期（2015 年 3 月 16 日現在：

53.5%）を 9.5 ポイント下回っています。前年同時期に報告のなかった福祉保育労を除くと前年同

期とほぼ同水準となっています。 
単産別に要求提出率をみると、合同繊維、検数労連、全損保、郵政ユニオンの 4 単産が 100%で、

これに特殊法人労連（88.9%）、全倉運（87.5%）、JMITU（74.1%）、映演労連（72.7%）、出版労

連（70.2%）と続いています。 

2．ストライキ権確立状況 

調査組合中（調査中の生協労連、出版労連、福祉保育労を除く）のうち、ストライキ権確立が確

認できているのは 964 組合（50.2%）となっており、前年同期（38.9%）を 11.3 ポイント上回って

います。 
全交渉単位でストライキ権を確立しているのは検数労連、全損保、郵政ユニオンの 3 単産で、特殊

法人労連（88.9%）、映演労連（81.8%）、合同繊維（80%）、建交労（70%）、JMITU（52.6%）日

本医労連（52.4%）では過半数以上の組合でストライキ権を確立しています。 

3．回答引出し状況 

要求提出した 1206 組合のうち 45.2%にあたる 538 組合で回答引出しが確認出来ています。前年

同期を 3.1 ポイント上回っています。単一組合である郵政ユニオンが回答引出し率 100%となって

いるほか、出版労連（78.8%）、全印総連（75%）、生協労連（72.7%）、民放労連（67.5%）で比較

的高率となっています。 
全農協労連（前年同期比 9 組合増）、化学一般労連（同 8 組合増）、JMITU（同 7 組合増）、生協

労連（同 5 組合増）、全印総連（同 4 組合増）などでは前年同期と比べ回答引出し組合を伸ばして

います。 
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国民春闘共闘委員会（全労連、純中立労組懇、地方共闘などで構成）は 18 日、加盟全単組を対

象とした 2016 年春闘における第 1 回目の「春闘進ちょく状況」調査を実施し、18 単産（2759

組合）からの報告をまとめました。 



回答引出し組合は要求提出組合の過半数に達しておらず、早期の要求提出と 3 月 29～31 日の「交

渉集中ゾーン」にすべての組合が交渉を配置し、回答引き出し・上積みを迫っていくことが求めら

れます。 

4．回答内容 

 回答内容について＜定昇あり＞の職場（342 組合）から見ていくと「ベアゼロ」（定昇のみ）が

253 組合と 7 割強となっています。そうした中、生協労連で前年同期を 9 組合上回る 20 組合が「定

昇＋ベア」回答を引き出したのをはじめ、日本医労連（19）、JMITU（16）、出版労連（13）、化学

一般労連（12）、民放労連（4）、全農協労連、建設関連労連、福祉保育労（各 1）の計 87 組合（回

答組合中 25.4%）が「定昇＋ベア」回答を引き出しています。一方で、化学一般労連では 2 組合で

定昇割れの回答が出されています。 
＜定昇制度なし＞の職場（回答 174 組合）では「有額回答」を引き出したのは 160 組合（回答組

合中 92%）となっています。一方で、14 組合で「ゼロ回答」という不誠実な回答が出されていま

す。 

５．平均賃上げ額・率とベースアップ 

 単純平均額の掲示があった 400 組合での平均賃上げ額は 5,432 円で前年同期 5,307 円を 125 円

上回っています。平均賃上げ率は 243 組合の平均で 2.00%と前年同期比－0.01 減となっており、

全体での賃上げ回答状況はほぼ前年同期並みの水準となっています。 
ベースアップ相当分の水準をみると単純平均 1,867 円で、前年同期 1,614 円を 253 円上回ってい

ます。 

６．ストライキ実施状況 

 3 月 18 日現在、JMIU（100 組合）をはじめ、日本医労連（84）、建交労、民放労連（各 3）、生

協労連、全印総連（各 2）、映演労連（1）の計 195 組合（調査対象組合中 9%）がストライキを実

施しています。 
 JMITU では、産別回答指定日翌日の 3 月 10 日と全国統一行動日の 17 日の両日にストライキを

実施。大幅賃上げを求める対経営者のストライキというだけでなく、対政府ストライキと位置づけ、

戦争法廃止、労働法制改悪・消費税再増税阻止を求める集会決議を約 50 ヵ所であげています。 
 民放労連の組合では回答を引き出した 3 月 15 日に昼のストライキ集会を実施し、翌日にもスト

ライキでロータリー宣伝を行っています。 
 17 日の全国統一行動日には日本医労連での 84 組合をはじめ、建交労、全印総連、生協労連など

で不誠実な回答に抗議しストライキに決起しています。4 月 13 日を産別回答指定日に設定する映

演労連では松竹労組が「リストラ合理化反対、戦争法廃止、労働法制改悪阻止、映演産業の危機打

開のためのストライキ権」を行使し、約 30 人の指名ストライキを決行しました。 

７．妥結状況 

 18 日現在で妥結もしくは妥結方向となっているのは、要求提出組合の 3.5%にあたる 40 組合で、

前年同期とほぼ同水準となっています。安易に妥結せずに、生計費原則にもとづく切実な要求を基

礎に、前年実績を上回る積極的な回答を求めて、ねばり強くたたかいを進める各職場の構えがうか

がえる状況となっています。 
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